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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

回次 
第136期 

第２四半期 
連結累計期間 

第137期 
第２四半期 

連結累計期間 
第136期 

会計期間 
自平成25年４月１日 
至平成25年９月30日 

自平成26年４月１日 
至平成26年９月30日 

自平成25年４月１日 
至平成26年３月31日 

売上高 （百万円） 468,907 467,622 951,359 

経常利益 （百万円） 33,110 31,909 68,800 

四半期（当期）純利益 （百万円） 22,342 20,747 42,159 

四半期包括利益又は包括利益 （百万円） 29,035 45,375 74,245 

純資産額 （百万円） 644,748 689,027 655,507 

総資産額 （百万円） 1,070,473 1,111,771 1,093,165 

１株当たり四半期（当期） 

純利益金額 
（円） 36.06 35.04 68.67 

潜在株式調整後１株当たり 

四半期（当期）純利益金額 
（円） － － － 

自己資本比率 （％） 55.0 56.1 54.4 

営業活動によるキャッシュ・フロー （百万円） 19,592 56,838 63,017 

投資活動によるキャッシュ・フロー （百万円） △37,401 △22,788 △63,497 

財務活動によるキャッシュ・フロー （百万円） △22,686 △14,546 △55,248 

現金及び現金同等物の四半期末 

（期末）残高 
（百万円） 142,548 153,780 130,028 

 

回次
第136期

第２四半期
連結会計期間

第137期
第２四半期

連結会計期間

会計期間
自平成25年７月１日
至平成25年９月30日

自平成26年７月１日
至平成26年９月30日

１株当たり四半期純利益金額  （円） 17.01 16.55 

（注）１．当社は四半期連結財務諸表を作成しているため、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載しており

ません。

（注）２．売上高には、消費税等は含まれておりません。

（注）３．潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しておりま

せん。

（注）４．第１四半期連結会計期間より、売上の計上基準について会計方針の変更を行っており、当該会計方針の変更を

反映した遡及修正後の数値を記載しております。

 

２【事業の内容】

 当第２四半期連結累計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）が営む事業の内容について、重要

な変更はありません。また、主要な関係会社における異動もありません。
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第２【事業の状況】

１【事業等のリスク】

 当第２四半期連結累計期間において、新たに発生した事業等のリスクはありません。

 また、前事業年度の有価証券報告書に記載した事業等のリスクについて重要な変更はありません。

 

２【経営上の重要な契約等】

 当第２四半期連結会計期間において、決定または締結等した経営上の重要な契約等は次のとおりであります。

 

味の素ノースアメリカ社によるウィンザー・クオリティ・ホールディングス社持分の取得 

 

 当社の連結子会社である味の素ノースアメリカ社は、平成26年９月10日付で米国の冷凍食品の製造・販売会社であ

るウィンザー・クオリティ・ホールディングス社（以下、ウィンザー社）の全持分を取得する契約を締結し、同年11

月５日にウィンザー社の全持分を取得しました。持分取得の概要およびウィンザー社の概要は、次のとおりでありま

す。 

 

（１）ウィンザー社持分の取得の理由 

  ウィンザー社は、冷凍食品事業に精通した経営陣のもと、米国冷凍食品市場において、大手流通を始め取扱い店

 舗数約８万店と幅広い流通ネットワークを持つほか、取扱いレストラン数約12万店と外食向けにも強固な営業基盤

 を有しています。また、同社は、全米に７つの生産拠点があり、アジア食でトップシェア、メキシカン、イタリア

 ン、スナック製品でも強力なブランドと製品群を保有しています。

  今回の買収により、成長市場でのシェア拡大に向け、北米冷凍食品事業のポートフォリオ再構築を行います。そ

 れに基づき、既存のアジア製品カテゴリーのブランドの強化、日本食製品カテゴリーのブランドの創出等、新たな

 戦略を展開します。さらに、収益構造強化に向け、味の素グループの生産技術導入による生産性改善と商品の高付

 加価値化を図ります。販売チャネルでは、ウィンザー社の持つ強い小売・外食へのネットワークを最大に活用し、

 2020年度までに北米における冷凍食品事業規模1,000億円、日本食・アジア食における圧倒的No.1を実現します。

 

（２）契約締結日 

 平成26年９月10日 

 

（３）持分取得日 

 平成26年11月５日 

 

（４）取得した持分比率 

 100％ 

 

（５）持分の取得対価 

 800百万米ドル 

 

（６）ウィンザー社の概要 

 ①商号 ウィンザー・クオリティ・ホールディングス社（Windsor Quality Holdings, L.P.) 

 ②所在地 米国テキサス州ヒューストン市 

 ③事業内容 冷凍食品の製造・販売 
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３【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

 第１四半期連結会計期間より、売上の計上基準について会計方針の変更を行っており、遡及処理後の数値で前期末お

よび前年同四半期比較を行っております。詳細は、「第４ 経理の状況 １ 四半期連結財務諸表 注記事項 （会計方針

の変更）」をご参照ください。

 

（1）業績の状況

 当第２四半期連結累計期間（平成２６年４月１日～平成２６年９月３０日）における世界経済は、米国では景気が

緩やかに回復し、欧州では景気は持ち直しの動きがみられたものの、新興国における経済成長の鈍化の影響もあり、

全体としては弱い回復となりました。

 わが国経済は、企業収益や設備投資に弱い動きがみられるものの、雇用環境の改善が続くなか、景気は緩やかな回

復が続いています。

 食品業界におきましては、食品原料の価格が依然として高い水準にあり、また消費税率引上げに伴う駆け込み需要

の反動の影響がみられました。

 このような環境下にありまして、味の素グループは、２０１４－２０１６中期経営計画において、「スペシャリテ

ィ」の追求による「更なる事業構造強化」と「成長ドライバーの展開」に取り組んでおります。当社独自の技術と、

顧客機会を発見し価値を創造する力の融合から生み出す高い付加価値である「スペシャリティ」の追求を計画推進の

鍵として、「確かなグローバル・スペシャリティ・カンパニー」を目指しております。すなわち、グローバル成長と

Ｒ＆Ｄのリーダーシップにより「成長ドライバーの展開」とバルク事業のスペシャリティ化と資本効率の更なる向上

を軸とした「更なる事業構造強化」を追求するとともに、土台となる「経営基盤の進化」にも取り組んでおります。

 当第２四半期連結累計期間の売上高は、海外食品のコンシューマーフーズや国内食品が伸長したものの、    

平成２５年７月１日から持分法適用会社であるエイワイファーマ株式会社（以下、エイワイファーマ社）に輸液・透

析事業を移管し、当該事業の売上げがなくなったこと等により、前年同期を１２億円下回る４，６７６億円（前年同

期比９９．７％）となりました。同営業利益は、徐々に利益水準が改善しているものの飼料用アミノ酸事業が前年同

期を下回った影響が大きく、前年同期を１１億円下回る２８５億円（前年同期比９６．１％）、同経常利益は前年同

期を１２億円下回る３１９億円（前年同期比９６．４％）となりました。同四半期純利益は前年同期を１５億円下回

る２０７億円（前年同期比９２．９％）となりました。

 

セグメント別の概況 

 セグメント別の業績は、次のとおりです。

 （単位：億円）

  売上高 前年同期増減 前年同期比 営業利益 前年同期増減 前年同期比

国内食品 1,472 30 102.1％ 101 △12 88.9％

海外食品 1,531 90 106.3％ 164 36 128.3％

バイオ・ファイン 1,082 △33 97.0％ 25 △13 66.3％

医薬 187 △91 67.4％ 2 △12 15.4％

その他 401 △8 97.8％ △7 △9 － 

合計 4,676 △12 99.7％ 285 △11 96.1％

 
（注）  国内外の食品加工業向け「アクティバ®」類、天然系調味料および冷凍食品は、国内食品セグメントに区分

されております。また、国内外の食品加工業向け「味の素®」および核酸は、海外食品セグメントに区分さ

れております。
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（国内食品セグメント）

 国内食品セグメントの売上高は、冷凍食品の売上げが伸長したことに加え、調味料・加工食品で消費税率引上げに

伴う駆け込み需要の反動の影響が収束して、７月より増収に転じたこと等により前年同期を３０億円上回る    

１，４７２億円（前年同期比１０２．１%）となりました。営業利益は、販売費の増加や冷凍食品の原材料価格高騰に

伴うコスト増等により前年同期を１２億円下回る１０１億円（前年同期比８８．９%）となりました。

＜調味料・加工食品＞

家庭用は、消費税率引上げに伴う駆け込み需要の反動等により「ほんだし®」やマヨネーズ類等の売上げが前年同

期を下回ったものの、テレビ広告と連動した販促活動を展開した和風・洋風の合わせ調味料「Cook Do®（クック ド

ゥ）きょうの大皿」の売上げが好調に推移し、チューブタイプのペースト中華調味料「Cook Do®（クック ドゥ）香味

ペースト」の売上げが前年同期を上回ったため、全体としては前年同期並みの実績となりました。

 業務用は、外食用製品の売上げは、米・肉等素材の食感を向上させたり、コクを引き出したりする機能型食品の伸

長等により前年同期を上回り、食品用酵素製剤「アクティバ®」および天然系調味料は、海外の販売が好調に推移した

ことにより、前年同期並みの実績となり、全体としては増収となりました。

 以上の結果、全体としては増収となりました。

＜冷凍食品＞

 家庭用は、製品改訂を実施した「具だくさんエビピラフ」が大幅に伸長し、「やわらか若鶏から揚げ」等も順調に

推移しましたが、「ギョーザ」等が伸び悩み、前年同期並みの売上げとなりました。

 業務用は、国内大手需要家への販売が増加し、増収となりました。

 海外では、北米において米飯および焼きそば等の麺類が大幅な増収となりました。

 以上の結果、全体としては増収となりました。

 

（海外食品セグメント）

 海外食品セグメントの売上高は、コンシューマーフーズの売上げが伸長したことにより、前年同期を９０億円上回

る１，５３１億円（前年同期比１０６．３%）となりました。営業利益はコンシューマーフーズの増収等により、前年

同期を３６億円上回る１６４億円（前年同期比１２８．３%）と、大幅な増益となりました。

＜コンシューマーフーズ＞

 アジアでは、為替の影響はあったものの、ベトナムやインドネシア、タイにおけるうま味調味料「味の素®」、イン

ドネシアにおける風味調味料「Masako®（マサコ）」、タイにおける風味調味料「RosDee®（ロッディー）」および即

席麺の売上げが前年同期を上回ったことにより、増収となりました。

 米州では、ブラジルにおける風味調味料「Sazón®（サゾン）」等の売上げが前年同期を上回ったことにより、増収

となりました。

 欧州・アフリカでは、ポーランドにおける即席麺等の売上げが前年同期を上回ったものの、欧州における    

「味の素®」の売上げが前年同期を下回ったこと等により、減収となりました。

 以上の結果、全体として増収となりました。

＜加工用うま味調味料＞

 食品加工業向け「味の素®」は、国内外ともに販売価格は低下しましたが、為替の影響や国内の販売数量の増加もあ

り、前年同期の売上げを上回りました。核酸は、国内外ともに販売価格および販売数量が前年同期を下回ったため、

減収となりました。

 以上の結果、全体として前年同期並みの売上げとなりました。

 

（バイオ・ファインセグメント）

 バイオ・ファインセグメントの売上高は、製薬カスタムサービス、甘味料、医薬用・食品用アミノ酸の売上げが伸

びたものの、飼料用アミノ酸の減収により、前年同期を３３億円下回る１，０８２億円（前年同期比９７．０％）と

なりました。営業利益は、医薬用・食品用アミノ酸、化成品が増益となったものの、飼料用アミノ酸が販売価格の下

落の影響を受けて大幅な減益となったため、前年同期を１３億円下回る２５億円（前年同期比６６．３％）となりま

した。
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＜飼料用アミノ酸＞

 スレオニンは、販売価格および販売数量が前年同期を上回ったため、増収となり、トリプトファンは、販売数量が

前年同期並みとなったものの、販売価格が前年同期を上回ったことにより、増収となりました。また、バリン等のス

ペシャリティ製品も販売を拡大し、増収となりました。一方、リジンは、販売数量が前年同期を下回り、販売価格は

上昇に転ずるも前年同期と比べると大きく下回ったため、大幅な減収となりました。

 以上の結果、全体として減収となりました。

＜アミノ酸＞

 医薬用・食品用アミノ酸の売上げは、欧州、アジア、北米では前年同期を下回りましたが、国内が伸長したことも

あり、前年同期を上回りました。甘味料は、南米におけるアスパルテームを使用した粉末ジュース「Refresco MID®

（リフレスコ ミッド）」の売上げが増加したこと等を受けて増収となり、製薬カスタムサービスは、欧州や北米の売

上げが伸長し、増収となりました。

 以上の結果、全体として増収となりました。

＜化成品＞

 コンピュータ用の層間絶縁フィルムは、高付加価値品の売上げが伸長し、増収となったものの、アミノ酸化粧品

「Jino®（ジーノ）」の売上げが消費税率引上げに伴う駆け込み需要の反動の影響もあり、前年同期を大幅に下回った

こと等により、全体として減収となりました。

 

（医薬セグメント）

 医薬セグメントの売上高は、ロイヤルティ収入が増加したものの、平成２５年７月１日から持分法適用会社である

エイワイファーマ社に輸液・透析事業を移管し、当該事業の売上げがなくなったことや薬価改定および後発品の影響

もあり、前年同期を９１億円下回る１８７億円（前年同期比６７．４％）となりました。営業利益は、前年同期を

１２億円下回る２億円（前年同期比１５．４％）となりました。

 

 自社販売品は、輸液・透析事業の売上げがなくなったことや薬価改定および後発品の影響等により、大幅な減収と

なりました。

 提携販売品は、ロイヤルティ収入の増加や平成２６年５月から販売を開始した高血圧症治療薬「アテディオ®」の貢

献があったものの、競合品の影響により、骨粗鬆症治療剤「アクトネル®」等のリセドロネート類およびカルシウム拮

抗降圧剤「アテレック®」の売上げが前年同期を大幅に下回り、全体として大幅な減収となりました。

 

（その他）

 その他の事業の売上高は、前年同期を８億円下回る４０１億円（前年同期比９７．８％）となり、営業損益は前年

同期を９億円下回る７億円の営業損失となりました。

 

（2）財政状態に関する説明

 当第２四半期末の総資産は、前期末の１兆９３１億円に対して１８６億円増加し、１兆１，１１７億円となりまし

た。これは主に、在外子会社の貸借対照表の円貨への換算額が増加したことによるものです。

 有利子負債残高は、前期末に対して５８億円減少し、１，３７１億円となりました。

 純資産は、為替換算調整勘定および利益剰余金が増加し、前期末に対して３３５億円増加しました。純資産から少

数株主持分を引いた自己資本は、６，２４１億円となり、自己資本比率は５６．１％となりました。

 

（3）キャッシュ・フローの状況

 当第２四半期連結累計期間におけるキャッシュ・フローの状況は、次のとおりです。

 営業活動によるキャッシュ・フローは、５６８億円の収入（前年同期は１９５億円の収入）となりました。税金等

調整前四半期純利益が３１４億円、減価償却費が２１１億円であり、売上債権等の運転資本が収入となったこと等に

よるものです。 

 投資活動によるキャッシュ・フローは、有形固定資産の取得等により２２７億円の支出（前年同期は３７４億円の

支出）となりました。 

 財務活動によるキャッシュ・フローは、１４５億円の支出（前年同期は２２６億円の支出）となりました。配当金

の支払いおよび借入金の返済による支出があったこと等によるものです。 

 以上の結果、当第２四半期末における現金及び現金同等物の残高は、１，５３７億円（前年同期末残高は    

１，４２５億円）となりました。
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（4）事業上及び財務上の対処すべき課題

 ＜２０１４－２０１６ 中期経営計画の推進＞

 味の素グループは、２０１４－２０１６中期経営計画において、「スペシャリティ」の追求による「更なる事業構

造強化」と「成長ドライバーの展開」に取組んでまいります。当社独自の技術と、顧客機会を発見し価値を創造する

力の融合から生み出す高い付加価値である「スペシャリティ」の追求を計画推進の鍵として、「確かなグローバル・

スペシャリティ・カンパニー」を目指してまいります。すなわち、グローバル成長とＲ＆Ｄのリーダーシップにより

「成長ドライバーの展開」とバルク事業のスペシャリティ化と資本効率の更なる向上を軸とした「更なる事業構造強

化」を追求するとともに、土台となる「経営基盤の進化」にも取り組みます。

 

 「成長ドライバーの展開」

 ①グローバル成長

 日本においては、個別化・多様化するお客様向けに価値を創造し続け、安定成長を実現します。海外においては、

既に強い事業基盤があるタイ、インドネシア、ベトナム、フィリピン、ブラジルを中核に据え、中東、アフリカ等の

開拓も合わせ、中間所得層の拡大や食生活・流通の近代化を事業機会ととらえ飛躍的な成長を目指します。なお、味

の素グループは、米国のウィンザー・クオリティ・ホールディングス社（以下、ウィンザー社）を本年１１月５日付

で買収いたしました。ウィンザー社の米国消費者に精通したマーケティング力、全米に広がる流通ネットワークと営

業力、全米をカバーする生産拠点を獲得し、当社の独自の先端技術とのシナジーを発揮することで更なるグローバル

成長を推進します。

 ②Ｒ＆Ｄのリーダーシップ

 「世界一の調味料技術」により「おいしさ」の解明と設計をさらに深化させ、より多くの消費者に届けるととも

に、「独自の先端バイオ」の技術を活かし、高機能バイオ新素材の開発や低資源利用発酵の推進、再生医療向け培地

やアミノインデックス技術による診断事業等につなげ、成長を牽引していきます。

 

 「更なる事業構造強化」

 ①スペシャリティ化

 構造に課題の残る事業について、事業の付加価値を高める「スペシャリティ化」をすすめます。具体的には、バル

ク事業では、飼料用アミノ酸事業における乳牛用リジン製剤「ＡｊｉＰｒｏ®―Ｌ」等の高付加価値素材の割合を高

め、加工用うま味調味料事業における呈味物質および甘味料事業における超高甘味甘味料を新規に創出するととも

に、これらを活用したリテール製品比率を高めていきます。医薬事業では、積極的な外部連携により、消化器系疾患

の領域等においてパイプラインを強化します。加えて、低資源利用発酵等によるコスト競争力の強化を図ります。

 ②資本効率の更なる向上 

 事業ごとのバリューチェーンについて、外部委託を柔軟に活用する一方、重要なものを内製化し、付加価値の高い

ものに注力することで資産効率を高め、また、需要に応じてグローバルに最適な供給体制を構築することで、ＲＯＥ

（株主資本利益率）や株主価値の更なる向上を目指します。 

 

「経営基盤の進化」

 海外での飛躍的成長を実現するため、海外地域本部への権限委譲を拡大するとともに適切なモニタリング機能を構

築し、機動力と効率性を備えたガバナンス体制を確立します。また、次期経営人材の育成を加速するための制度を整

備し、海外法人における現地社員の役員への登用、女性のマネージャーへの登用等により多様性を高め、分厚い人材

層を造ってまいります。さらに、既存製品や事業のリソースをもとに隣接領域での新しい事業機会の創造を、柔軟に

外部の力を活用し、飛躍的成長のために積極的に進めていきます。

 

＜２１世紀の人類の課題に対する事業を通じた貢献の推進＞

 味の素グループは、うま味を通じて粗食をおいしくし、国民の栄養を改善するという創業時の志を受け継ぎ、「地

球持続性」、「食資源の確保」、「健康な生活」という２１世紀の人類の課題に対して、事業を通じた貢献をＡＳＶ

（味の素グループ・シェアド・バリュー）として果たしてまいります。地域の食文化に適合したおいしさの実現を通

じた健康づくりへの貢献や、開発途上国での栄養改善プロジェクトを進めるほか、バイオサイクル技術による循環型

生産モデルの実現と低資源発酵技術で、生産活動における食資源使用量の削減にも取り組んでまいります。また、東

日本大震災被災地における食と栄養をサポートする被災地支援を、復興の足どりが確かなものになるまで継続しま

す。
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（5）研究開発活動

 当第２四半期連結累計期間におけるグループ全体の研究開発活動の金額は、１４，８２７百万円であります。

 なお、当第２四半期連結累計期間において、当社グループの研究開発活動の状況に重要な変更はありません。

 

（6）資本の財源及び資金の流動性についての分析

① 資金の流動性について

 当第２四半期連結累計期間は短期流動性に関し、手元流動性確保のために、コミットメント・ライン、当座貸越

枠、コマーシャル・ペーパー発行枠等の調達手段を備えています。

② 資金の調達

 当第２四半期連結累計期間の資金調達は、調達コストとリスク分散の観点による直接金融と間接金融のバランス、

および長期と短期の資金調達のバランスを見ながら、金融機関からの借入等の資金調達活動を行いました。

③ 資金の使途

 当第２四半期連結累計期間の資金の使途は、主として事業資金に充当しました。
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第３【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 1,000,000,000

計 1,000,000,000

 

②【発行済株式】

種類
第２四半期会計期間末現在発行数（株）

（平成26年９月30日）
 提出日現在発行数（株）
（平成26年11月11日）

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 594,470,654 594,470,654
東京証券取引所

（市場第一部）

単元株式数

1,000株

計 594,470,654 594,470,654 ― ―

 

（２）【新株予約権等の状況】

該当事項はありません。

 

（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。

 

（４）【ライツプランの内容】

該当事項はありません。

 

（５）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式
総数増減数
（千株）

発行済株式
総数残高
（千株）

資本金増減額
（百万円）

資本金残高
（百万円）

資本準備金
増減額

（百万円）

資本準備金 
残高 

（百万円）

平成26年７月１日～

平成26年９月30日
― 594,470 ― 79,863 ― 4,274
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（６）【大株主の状況】

 

    平成26年９月30日現在 

氏名又は名称 住所 
所有株式数 

（千株） 

発行済株式総数に 

対する所有株式数 

の割合（％） 

日本マスタートラスト信託銀行株式会社

（信託口） 
東京都港区浜松町二丁目11番３号  46,665 7.85 

日本トラスティ・サービス信託銀行株式

会社（信託口）  
東京都中央区晴海一丁目８番11号  29,435 4.95 

第一生命保険株式会社  東京都千代田区有楽町一丁目13番１号  26,199 4.41 

日本生命保険相互会社  東京都千代田区丸の内一丁目６番６号  25,706 4.32 

株式会社三菱東京ＵＦＪ銀行 東京都千代田区丸の内二丁目７番１号  20,149 3.39 

損害保険ジャパン日本興亜株式会社 東京都新宿区西新宿一丁目26番１号 13,239 2.23 

明治安田生命保険相互会社 東京都千代田区丸の内二丁目１番１号 12,624 2.12 

三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社 東京都千代田区丸の内一丁目４番５号 11,548 1.94 

株式会社みずほ銀行 東京都千代田区大手町一丁目５番５号 10,045 1.69 

GIC PRIVATE LIMITED（常任代理人 香

港上海銀行東京支店） 

168 ROBINSON ROAD #37-01 

CAPITAL TOWER SINGAPORE  

（東京都中央区日本橋三丁目11番１号） 

9,000 1.51 

計  ―  204,614 34.42 

（注）１．第一生命保険株式会社の所有株式数には、同社が退職給付信託の信託財産として拠出している当社株式2,000

千株は含まれておりません。なお、当該株式に係る議決権は、同社が留保しております。

（注）２．ブラックロック・ジャパン株式会社から、大量保有報告書の写しの提出があり（報告義務発生日 平成25年12

月31日）、ブラックロック・ジャパン株式会社ほか８名の共同保有者が、以下のとおり株式を所有している旨

報告を受けておりますが、当第２四半期会計期間末現在における当該法人名義の実質所有株式数の確認ができ

ませんので、上記「大株主の状況」は株主名簿によっております。なお、大量保有報告書の内容は、以下のと

おりであります。

 氏名又は名称 住 所
所有株式数

（千株）

 発行済株式総数に

 対する所有株式数

 の割合（％）

ブラックロック・ジャパン株式会社
東京都千代田区丸の内一丁目８番３

号
     4,500 0.73

ブラックロック・アドバイザーズ・

エルエルシー(BlackRock Advisers, 

LLC)

米国 デラウェア州 ウィルミント

ン ベルビュー パークウェイ 100
     5,470 0.89

ブラックロック・インベストメン

ト・マネジメント・エルエルシー

(BlackRock Investment Management 

LLC)

米国 ニュージャージー州 プレイ

ンズボロー スカダーズ・ミルロー

ド 800

       943 0.15

ブラックロック(ルクセンブルグ) 

エス・エー（BlackRock 

(Luxembourg) S.A.)

ルクセンブルク大公国 セニンガー

バーグ L-2633 ルート・ドゥ・ト

レベ 6D

     1,572 0.26

ブラックロック・ライフ・リミテッ

ド(BlackRock Life Limited)

〒EC2N 2DL 英国 ロンドン市 ス

ログモートン・アベニュー 12
     1,884 0.31
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 氏名又は名称 住 所
所有株式数

（千株）

 発行済株式総数に

 対する所有株式数

 の割合（％）

ブラックロック・アセット・マネジ

メント・アイルランド・リミテッド

(BlackRock Asset Management 

Ireland Limited)

〒1 アイルランド共和国 ダブリ

ン インターナショナル・ファイナ

ンシャル・サービス・センター JP

モルガン・ハウス

     2,380 0.39

ブラックロック・アドバイザーズ  

(UK) リミテッド（BlackRock 

Advisors (UK) Limited)

〒EC2N 2DL 英国 ロンドン市 

スログモートン・アベニュー 12
     1,254 0.20

ブラックロック・ファンド・アドバ

イザーズ(BlackRock Fund 

Advisors)

米国 カリフォルニア州 サンフラ

ンシスコ市 ハワード・ストリート 

400

     7,133 1.16

ブラックロック・インスティテュー

ショナル・トラスト・カンパニー、

エヌ. エイ. (BlackRock 

lnstitutional Trust Company, N. 

A.)

米国 カリフォルニア州 サンフラ

ンシスコ市 ハワード・ストリート 

400

     6,246 1.02

計 ―     31,385 5.11

（注）３．株式会社三菱ＵＦＪフィナンシャル・グループから、大量保有（変更）報告書の写しの提出があり（報告義務

発生日 平成26年３月28日）、株式会社三菱東京ＵＦＪ銀行ほか４名の共同保有者が、以下のとおり株式を所

有している旨報告を受けておりますが、当第２四半期会計期間末現在における当該法人名義の実質所有株式数

の確認ができませんので、上記「大株主の状況」は株主名簿によっております。なお、大量保有（変更）報告

書の内容は、以下のとおりであります。

 氏名又は名称 住 所
所有株式数

（千株）

 発行済株式総数に

 対する所有株式数

 の割合（％）

株式会社三菱東京ＵＦＪ銀行 東京都千代田区丸の内二丁目７番１号    20,149 3.28

三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社 東京都千代田区丸の内一丁目４番５号    42,392 6.90

三菱ＵＦＪ投信株式会社 東京都千代田区丸の内一丁目４番５号     2,954 0.48

三菱ＵＦＪモルガン・スタンレ

ー証券株式会社
東京都千代田区丸の内二丁目５番２号     1,190 0.19

エム・ユー投資顧問株式会社 東京都中央区日本橋室町三丁目２番15号       726 0.12

計 ―    67,412 10.98

（注）４．株式会社みずほ銀行から、大量保有（変更）報告書の写しの提出があり（報告義務発生日 平成26年５月15

日）、株式会社みずほ銀行ほか３名の共同保有者が、以下のとおり株式を所有している旨報告を受けておりま

すが、当第２四半期会計期間末現在における当該法人名義の実質所有株式数の確認ができませんので、上記

「大株主の状況」は株主名簿によっております。なお、大量保有（変更）報告書の内容は、以下のとおりであ

ります。

 氏名又は名称 住 所
所有株式数

（千株）

 発行済株式総数に

 対する所有株式数

 の割合（％）

株式会社みずほ銀行 東京都千代田区大手町一丁目５番５号     13,028 2.12

みずほ証券株式会社 東京都千代田区大手町一丁目５番１号        709 0.12

みずほ信託銀行株式会社 東京都中央区八重洲一丁目２番１号    12,564 2.05

みずほ投信投資顧問株式会社 東京都港区三田三丁目５番27号        584 0.10

計 ―     26,885 4.38
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（７）【議決権の状況】

①【発行済株式】

平成26年９月30日現在
 

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式 － － －

議決権制限株式（自己株式等） － － －

議決権制限株式（その他） － － －

完全議決権株式（自己株式等）
 普通株式

       2,615,000
－ －

完全議決権株式（その他）
 普通株式

     586,885,000
586,885 －

単元未満株式
 普通株式

       4,970,654
－

 １単元（1,000株） 

 未満の株式

発行済株式総数       594,470,654 － －

総株主の議決権 － 586,885 －

 （注）１．「完全議決権株式（その他）」欄の「株式数」には、証券保管振替機構名義の株式が2,000株含まれており

ます。

 （注）２．「完全議決権株式（その他）」欄の「議決権の数」には、証券保管振替機構名義の株式に係る議決権２個が 

含まれております。

（注）３．「単元未満株式」欄の「株式数」には、自己株式が969株含まれております。

 

②【自己株式等】

平成26年９月30日現在
 

所有者の氏名又は名称 所有者の住所
自己名義所有
株式数（株）

他人名義所有
株式数（株）

所有株式数の
合計（株）

発行済株式総数に対
する所有株式数の割
合(％)

味の素株式会社
 東京都中央区京橋 

 一丁目15番１号
2,615,000 ― 2,615,000 0.44

計 － 2,615,000 ― 2,615,000 0.44

 

２【役員の状況】

 前事業年度の有価証券報告書の提出日後、当四半期累計期間において、役員の異動はありません。 

 

― 11 ―



第４【経理の状況】

１．四半期連結財務諸表の作成方法について 

 当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣府

令第64号）に基づいて作成しております。 

 

２．監査証明について 

 当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第２四半期連結会計期間（平成26年７月１日から平

成26年９月30日まで）及び第２四半期連結累計期間（平成26年４月１日から平成26年９月30日まで）に係る四半期連

結財務諸表について、新日本有限責任監査法人による四半期レビューを受けております。 
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１【四半期連結財務諸表】

（１）【四半期連結貸借対照表】

    （単位：百万円） 

 
前連結会計年度 

(平成26年３月31日) 
当第２四半期連結会計期間 

(平成26年９月30日) 

資産の部    

流動資産    

現金及び預金 132,416 156,397 

受取手形及び売掛金 200,115 179,149 

有価証券 293 433 

商品及び製品 103,543 111,002 

仕掛品 8,076 8,151 

原材料及び貯蔵品 51,908 54,620 

繰延税金資産 8,919 11,098 

その他 44,309 38,742 

貸倒引当金 △1,375 △1,416 

流動資産合計 548,209 558,180 

固定資産    

有形固定資産    

建物及び構築物 358,043 366,158 

減価償却累計額及び減損損失累計額 △218,630 △223,079 

建物及び構築物（純額） 139,412 143,079 

機械装置及び運搬具 562,769 577,743 

減価償却累計額及び減損損失累計額 △420,605 △432,741 

機械装置及び運搬具（純額） 142,163 145,001 

土地 47,068 47,268 

建設仮勘定 17,689 14,704 

その他 71,614 73,709 

減価償却累計額及び減損損失累計額 △58,578 △59,743 

その他（純額） 13,036 13,965 

有形固定資産合計 359,370 364,018 

無形固定資産    

のれん 19,327 19,486 

その他 32,994 31,422 

無形固定資産合計 52,322 50,909 

投資その他の資産    

投資有価証券 107,621 114,922 

長期貸付金 3,559 3,180 

繰延税金資産 11,671 9,914 

その他 10,866 11,043 

貸倒引当金 △303 △316 

投資損失引当金 △152 △80 

投資その他の資産合計 133,263 138,663 

固定資産合計 544,956 553,590 

資産合計 1,093,165 1,111,771 
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    （単位：百万円） 

 
前連結会計年度 

(平成26年３月31日) 
当第２四半期連結会計期間 

(平成26年９月30日) 

負債の部    

流動負債    

支払手形及び買掛金 104,711 105,920 

短期借入金 14,641 12,399 

コマーシャル・ペーパー - 15,000 

1年内償還予定の社債 14,999 15,000 

1年内返済予定の長期借入金 7,011 5,376 

未払法人税等 8,497 8,385 

賞与引当金 5,953 5,914 

役員賞与引当金 319 180 

その他 79,394 71,665 

流動負債合計 235,529 239,843 

固定負債    

社債 34,993 19,994 

長期借入金 69,435 67,657 

繰延税金負債 13,423 13,384 

役員退職慰労引当金 415 414 

環境対策引当金 342 742 

退職給付に係る負債 61,845 59,834 

資産除去債務 555 514 

その他 21,117 20,358 

固定負債合計 202,128 182,900 

負債合計 437,657 422,743 

純資産の部    

株主資本    

資本金 79,863 79,863 

資本剰余金 83,443 53,725 

利益剰余金 501,945 516,399 

自己株式 △31,085 △3,960 

株主資本合計 634,168 646,027 

その他の包括利益累計額    

その他有価証券評価差額金 13,043 16,860 

繰延ヘッジ損益 △26 513 

為替換算調整勘定 △31,668 △20,351 

退職給付に係る調整累計額 △20,567 △18,923 

その他の包括利益累計額合計 △39,218 △21,899 

少数株主持分 60,557 64,899 

純資産合計 655,507 689,027 

負債純資産合計 1,093,165 1,111,771 
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（２）【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】

【四半期連結損益計算書】

【第２四半期連結累計期間】

    （単位：百万円） 

 
前第２四半期連結累計期間 
(自 平成25年４月１日 

 至 平成25年９月30日) 

当第２四半期連結累計期間 
(自 平成26年４月１日 
 至 平成26年９月30日) 

売上高 468,907 467,622 

売上原価 313,640 309,700 

売上総利益 155,267 157,921 

販売費及び一般管理費 ※１ 125,522 ※１ 129,332 

営業利益 29,744 28,588 

営業外収益    

受取利息 991 1,383 

受取配当金 644 700 

持分法による投資利益 1,865 2,128 

その他 2,349 1,840 

営業外収益合計 5,850 6,053 

営業外費用    

支払利息 1,080 1,061 

支払手数料 104 581 

その他 1,299 1,089 

営業外費用合計 2,484 2,732 

経常利益 33,110 31,909 

特別利益    

受取保険金 ※２ 1,190 10 

償却債権取立益 － 581 

関係会社株式売却益 ※３ 2,267 － 

その他 250 316 

特別利益合計 3,708 908 

特別損失    

固定資産除却損 662 505 

関係会社整理損 702 － 

その他 670 838 

特別損失合計 2,036 1,343 

税金等調整前四半期純利益 34,782 31,473 

法人税等 10,152 6,593 

過年度法人税等戻入額 ※４ △1,576 － 

少数株主損益調整前四半期純利益 26,205 24,880 

少数株主利益 3,863 4,133 

四半期純利益 22,342 20,747 
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【四半期連結包括利益計算書】

【第２四半期連結累計期間】

    （単位：百万円） 

 
前第２四半期連結累計期間 
(自 平成25年４月１日 

 至 平成25年９月30日) 

当第２四半期連結累計期間 
(自 平成26年４月１日 
 至 平成26年９月30日) 

少数株主損益調整前四半期純利益 26,205 24,880 

その他の包括利益    

その他有価証券評価差額金 2,818 3,586 

繰延ヘッジ損益 175 458 

為替換算調整勘定 △1,822 14,038 

退職給付に係る調整額 1,452 1,831 

持分法適用会社に対する持分相当額 205 580 

その他の包括利益合計 2,829 20,495 

四半期包括利益 29,035 45,375 

（内訳）    

親会社株主に係る四半期包括利益 27,311 38,365 

少数株主に係る四半期包括利益 1,723 7,010 

 

― 16 ―



（３）【四半期連結キャッシュ・フロー計算書】

    （単位：百万円） 

 
前第２四半期連結累計期間 
(自 平成25年４月１日 

 至 平成25年９月30日) 

当第２四半期連結累計期間 
(自 平成26年４月１日 
 至 平成26年９月30日) 

営業活動によるキャッシュ・フロー    

税金等調整前四半期純利益 34,782 31,473 

減価償却費 22,546 21,126 

のれん償却額 807 769 

受取保険金 △1,190 △10 

退職給付に係る負債の増減額（△は減少） △1,784 △1,001 

引当金の増減額（△は減少） 173 16 

受取利息及び受取配当金 △1,635 △2,084 

支払利息 1,080 1,061 

持分法による投資損益（△は益） △1,865 △2,128 

固定資産除売却損益（△は益） 531 405 

関係会社株式売却損益（△は益） △2,267 － 

売上債権の増減額（△は増加） 18,156 18,535 

仕入債務の増減額（△は減少） △7,476 △510 

たな卸資産の増減額（△は増加） △5,187 △4,732 

その他の流動資産の増減額（△は増加） △827 △4,046 

その他の流動負債の増減額（△は減少） △12,171 △5,708 

その他 △23 2,882 

小計 43,646 56,049 

保険金の受取額 1,190 10 

転籍に伴う退職金等 △3,080 － 

利息及び配当金の受取額 2,503 2,987 

利息の支払額 △1,176 △1,118 

法人税等の還付額 942 46 

法人税等の支払額 △24,433 △1,137 

営業活動によるキャッシュ・フロー 19,592 56,838 

投資活動によるキャッシュ・フロー    

有形固定資産の取得による支出 △26,115 △21,513 

有形固定資産の売却による収入 1,544 405 

無形固定資産の取得による支出 △2,656 △1,368 

連結の範囲の変更を伴う子会社株式の取得による

支出 
△15,708 － 

関係会社株式の取得による支出 △2,384 △785 

関係会社株式の売却による収入 7,191 － 

定期預金の増減額（△は増加） 608 △181 

その他 119 655 

投資活動によるキャッシュ・フロー △37,401 △22,788 
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    （単位：百万円） 

 
前第２四半期連結累計期間 
(自 平成25年４月１日 

 至 平成25年９月30日) 

当第２四半期連結累計期間 
(自 平成26年４月１日 
 至 平成26年９月30日) 

財務活動によるキャッシュ・フロー    

短期借入金の純増減額（△は減少） 18,387 △2,390 

コマーシャル・ペーパーの増減額（△は減少） 20,000 15,000 

長期借入金の返済による支出 △2,414 △3,507 

社債の償還による支出 △20,000 △15,000 

配当金の支払額 △6,323 △5,935 

少数株主への配当金の支払額 △1,817 △2,332 

自己株式の取得による支出 △30,062 △2,596 

自己株式取得のための金銭の信託の増減額（△は

増加） 
－ 2,520 

その他 △455 △304 

財務活動によるキャッシュ・フロー △22,686 △14,546 

現金及び現金同等物に係る換算差額 △1,753 2,879 

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △42,249 22,382 

現金及び現金同等物の期首残高 184,770 130,028 

新規連結に伴う現金及び現金同等物の増加額 28 1,356 

連結子会社の決算期変更に伴う現金及び現金同等物

の増減額（△は減少） 
－ 13 

現金及び現金同等物の四半期末残高 ※ 142,548 ※ 153,780 
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【注記事項】

（会計方針の変更）

（売上の計上基準の変更）

 当社グループでは、販売拡大の目的で得意先に支払う費用の一部（以下、販促値引き等）を、主に国内食品セ

グメントの家庭用事業及び外食用事業においては、従来、支払金額確定時に販売手数料として販売費及び一般管

理費に計上しておりましたが、第１四半期連結会計期間より海外食品セグメント及びバイオ・ファインセグメン

トと同様、販促値引き等を売上計上時に売上高から控除して計上する方法に変更しました。

 この変更は、グローバル事業展開を一層推進する当社グループの経営方針の下、海外売上比率が年々増加する

中で、事業セグメント別・地域別の事業実態の比較可能性を向上させ、より精緻な事業管理の実践と、より適切

に経営成績を表示する必要性が高まっているとの認識に基づいております。この認識の下、全ての事業セグメン

トにわたって、経営成績の重要指標のひとつである売上の計上基準を統一すべく、販促値引き等の定義・範囲・

会計処理等についてのグループ会社の実態調査の上、業務プロセス検討・システム構築等の体制整備を進めてま

いりました。第１四半期連結会計期間においてその準備が整ったことにより変更するものであります。

 当該会計方針の変更は遡及適用され、前連結会計年度については遡及適用後の連結財務諸表となっておりま

す。

 これにより、遡及適用前と比較して、前第２四半期連結累計期間の売上高、売上総利益はそれぞれ18,176百万

円減少、販売費及び一般管理費は18,400百万円減少、営業利益、経常利益及び税金等調整前四半期純利益はそれ

ぞれ223百万円増加しております。また、前連結会計年度の連結貸借対照表はその他流動負債、繰延税金資産

（流動資産）がそれぞれ5,495百万円、1,515百万円増加しております。

 前連結会計年度の期首の純資産額に対する累積的影響額が反映されたことにより、利益剰余金の前期首残高は 

3,339百万円減少しております。

 なお、１株当たり情報及びセグメント情報に与える影響については、「（１株当たり情報）」「（セグメント

情報等）」に記載しております。

 

（会計上の見積りの変更と区別することが困難な会計方針の変更及び会計上の見積りの変更）

（有形固定資産の減価償却方法の変更及び耐用年数の見直し） 

 従来、当社及び国内連結子会社では、有形固定資産の減価償却方法について、主に定率法を採用しておりまし

たが、第１四半期連結会計期間より定額法に変更しました。併せて、当社及び国内外連結子会社は、物理的・機

能的な使用実態に応じて耐用年数を見直しました。

 当社グループにおいては、グローバル事業展開を一層推進する経営方針の下、海外売上比率は年々増加してお 

り、海外生産能力の増強を進めています。このような状況において、2014-2016中期経営計画の策定を契機に、

事業セグメント別・地域別の事業実態を踏まえ、その比較可能性の向上を目的として、国内外の各事業の減価償

却方法を見直すことにいたしました。

 その結果、国内外の各事業の生産設備は安定的に使用されることが見込まれ、定額法により耐用年数の期間に

わたって均等に費用配分することが当社グループの実態をより適正に表すものと判断しました。

 当該会計方針の変更及び見積りの見直しに伴い、従来の方法によった場合に比べ、当第２四半期連結累計期間

の営業利益は1,280百万円増加し、経常利益及び税金等調整前四半期純利益は1,436百万円増加しております。

 なお、セグメント情報に与える影響については、「（セグメント情報等）」に記載しております。

 

（表示方法の変更）

（販売促進費の区分表示）

 当社グループにおいては、販売促進活動に要する費用について、従来、広告費及び販売手数料等に含めており

ましたが、当連結会計年度より販売促進費として区分表示する方法に変更しました。この変更は、販売拡大の目

的で得意先に支払う費用の一部を売上計上時に売上高から控除して計上する方法に変更したことに伴い、販売促

進活動に要する費用を再定義したことによるものです。 

 この表示方法の変更を反映させるため、前連結会計年度の連結財務諸表の組替えを行っております。これによ

り、前第２四半期連結累計期間の広告費及び販売手数料等で表示していた11,181百万円は、販売促進費に組み替

えております。 

 

（運送費の名称変更）

 当連結会計年度より、運送費の名称を物流費に変更しております。この変更は、当社グループにおいて従来、

運送費に含まれる保管に関する費用もあったことから、より適切な名称となるよう見直したことによるもので

す。 
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（四半期連結財務諸表の作成にあたり適用した特有の会計処理）

（税金費用の計算）

 当社及び連結子会社は、税金費用については、当第２四半期連結会計期間を含む連結会計年度の税引前当期純

利益に対する税効果会計適用後の実効税率を合理的に見積り、税引前四半期純利益に当該見積実効税率を乗じて

計算しております。ただし、当該見積実効税率を用いて税金費用を計算すると著しく合理性を欠く結果となる会

社については、重要な加減算項目を加味し、法定実効税率を使用して計算しております。
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（四半期連結貸借対照表関係）

保証債務

    連結会社以外の会社及び従業員の金融機関からの借入等に対して保証を行っております。

前連結会計年度
（平成26年３月31日）

当第２四半期連結会計期間
（平成26年９月30日）

グラニュールズ・オムニケム社 2,549百万円 グラニュールズ・オムニケム社 2,499百万円

ヘルスケア・コミッティー㈱ 491 ヘルスケア・コミッティー㈱ 508

ニューシーズンフーズ社 154 キュクレ食品社 367

従業員 11 ニューシーズンフーズ社 218

メキシコ味の素社 6 従業員 8

協同エース物流㈱ 1 メキシコ味の素社 6

計 3,214 計 3,609

 

（四半期連結損益計算書関係）

※１．販売費及び一般管理費の内訳

 
 前第２四半期連結累計期間 

（自  平成25年４月１日 
  至  平成25年９月30日） 

 当第２四半期連結累計期間 
（自  平成26年４月１日 

  至  平成26年９月30日） 

物流費 15,214百万円 17,443百万円 

広告費 10,348 11,039 

販売促進費 11,181 10,377 

販売手数料 702 651 

給料 22,313 23,412 

賞与手当等及び賞与引当金繰入額 8,601 9,133 

退職給付費用 2,542 3,824 

減価償却費 4,523 4,219 

研究開発費 15,897 14,827 

のれん償却費 807 769 

その他 33,392 33,634 

 

※２．受取保険金

前第２四半期連結累計期間（自 平成25年４月１日 至 平成25年９月30日）

 主なものは、タイ国における洪水による被害に対応する受取保険金1,182百万円であります。

 

※３．関係会社株式売却益

前第２四半期連結累計期間（自 平成25年４月１日 至 平成25年９月30日）

 持分法非適用関連会社の株式を売却したことに伴うものであります。

 

※４．過年度法人税等戻入額

前第２四半期連結累計期間（自 平成25年４月１日 至 平成25年９月30日）

 移転価格税制に係る日米相互協議の合意による還付1,576百万円であります。
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（四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係）

※ 現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係は下記の

とおりであります。

 
前第２四半期連結累計期間
（自  平成25年４月１日
至  平成25年９月30日）

当第２四半期連結累計期間
（自  平成26年４月１日
至  平成26年９月30日）

現金及び預金勘定 144,354百万円 156,397百万円

有価証券勘定 708 433

小計 145,063 156,831

預入期間が３ヶ月を超える定期預金 △2,514 △3,051

現金及び現金同等物 142,548 153,780
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（株主資本等関係）

Ⅰ 前第２四半期連結累計期間（自 平成25年４月１日 至 平成25年９月30日）

１．配当金支払額

 
（決議）

株式の種類
配当金の総額
（百万円）

１株当たり配
当額（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

平成25年６月27日 

定時株主総会
普通株式  6,325 10 平成25年３月31日 平成25年６月28日 利益剰余金

 

２．基準日が当第２四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第２四半期連結会計期間末

後となるもの

 

（決議） 
株式の種類 

配当金の総額
（百万円） 

１株当たり配
当額（円） 

基準日 効力発生日 配当の原資 

平成25年11月６日

取締役会 
普通株式 6,115 10 平成25年９月30日 平成25年12月４日 利益剰余金 

 

３．株主資本の金額の著しい変動

 当社は、平成25年５月８日開催の取締役会において、会社法第165条第３項の規定により読み替えて適用さ

れる同法156条の規定に基づき、自己株式取得に係る事項について決議しました。これを受け、信託方式によ

る市場買付の方法により平成25年５月９日から平成25年７月８日までに普通株式20,895,000株、29,999百万円

の取得を行いました。

 また、平成25年８月27日開催の取締役会において、会社法第178条の規定に基づき自己株式の消却を行うこ

とを決議し、平成25年９月９日、普通株式20,895,000株を消却しております。これにより、資本剰余金および

自己株式がそれぞれ29,313百万円減少しております。

 消却後の当社の発行済株式の総数は、614,115,654株となります。

 また、第１四半期連結会計期間より、退職給付会計基準等を早期適用しております。これに伴い、第１四半

期連結会計期間の期首の利益剰余金が6,975百万円減少しております。

 

 

Ⅱ 当第２四半期連結累計期間（自 平成26年４月１日 至 平成26年９月30日）

１．配当金支払額

 
（決議）

株式の種類
配当金の総額
（百万円）

１株当たり配
当額（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

平成26年６月27日 

定時株主総会
普通株式 5,935 10 平成26年３月31日 平成26年６月30日 利益剰余金

 

２．基準日が当第２四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第２四半期連結会計期間末

後となるもの

 

（決議） 
株式の種類 

配当金の総額
（百万円） 

１株当たり配
当額（円） 

基準日 効力発生日 配当の原資 

平成26年11月６日

取締役会 
普通株式 5,918 10 平成26年９月30日 平成26年12月３日 利益剰余金 

 

３．株主資本の金額の著しい変動

 平成26年５月27日開催の取締役会において、会社法第178条の規定に基づき自己株式の消却を行うことを決

議し、平成26年６月６日、普通株式19,645,000株を消却しております。これにより、資本剰余金および自己株

式がそれぞれ29,718百万円減少しております。

 消却後の当社の発行済株式の総数は、594,470,654株となります。

また、第１四半期連結会計期間より、売上の計上基準を変更しております。これに伴う影響については、

「（会計方針の変更）」をご参照ください。
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（セグメント情報等）

【セグメント情報】

Ⅰ 前第２四半期連結累計期間（自 平成25年４月１日 至 平成25年９月30日）

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

            （単位：百万円） 

  報告セグメント 
その他 

（注） 
調整額 

四半期連結 

損益計算書 

計上額 
  国内食品 海外食品 

バイオ・ 

ファイン 
医薬 

売上高              

外部顧客に対する売上高 144,282 144,073 111,629 27,899 41,022 － 468,907 

セグメント間の内部売上高 867 2,894 2,949 39 22,421 △29,173 － 

計 145,150 146,968 114,579 27,938 63,444 △29,173 468,907 

セグメント利益又は損失 

（営業利益又は損失） 
11,368 12,801 3,879 1,531 163 － 29,744 

（注）「その他」には、提携事業、健康ケア事業、包材事業、物流事業及びその他サービス事業が含まれており

ます。 

 

２．報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報

 該当事項はありません。
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Ⅱ 当第２四半期連結累計期間（自 平成26年４月１日 至 平成26年９月30日）

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

            （単位：百万円） 

  報告セグメント 
その他 

（注） 
調整額 

四半期連結 

損益計算書 

計上額 
  国内食品 海外食品 

バイオ・ 

ファイン 
医薬 

売上高              

外部顧客に対する売上高 147,298 153,135 108,265 18,793 40,129 － 467,622 

セグメント間の内部売上高 424 2,595 1,468 38 22,606 △27,133 － 

計 147,722 155,731 109,733 18,832 62,736 △27,133 467,622 

セグメント利益又は損失 

（営業利益又は損失） 
10,107 16,421 2,573 235 △750 － 28,588 

（注）「その他」には、提携事業、健康ケア事業、包材事業、物流事業及びその他サービス事業が含まれており

ます。 

 

２.報告セグメントの変更等に関する事項

 「（会計方針の変更）」に記載のとおり、売上の計上基準の変更は遡及適用しております。これにより、前第

２四半期連結累計期間における「国内食品」の売上高が16,894百万円減少、営業利益が407百万円増加、「海外食

品」の売上高が427百万円、営業利益が75百万円減少、「バイオ・ファイン」の売上高が186百万円、営業利益が

43百万円減少、「医薬」の営業利益が15百万円減少、「その他」の売上高が667百万円、営業利益が49百万円減少

しております。

 また、有形固定資産の減価償却方法の変更及び耐用年数の見直しにより、従来の方法によった場合に比べ、当

第２四半期連結累計期間における「国内食品」の営業利益が461百万円増加、「海外食品」の営業利益が457百万

円増加、「バイオ・ファイン」の営業利益が147百万円増加、「医薬」の営業利益が129百万円増加、「その他」

の営業利益が82百万円増加しております。

 

３．報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報

 該当事項はありません。

 

（１株当たり情報）

 １株当たり四半期純利益金額及び算定上の基礎は、以下のとおりであります。

 
前第２四半期連結累計期間
（自 平成25年４月１日
至 平成25年９月30日）

当第２四半期連結累計期間
（自 平成26年４月１日
至 平成26年９月30日）

１株当たり四半期純利益金額 36円06銭 35円04銭

（算定上の基礎）    

四半期純利益金額（百万円） 22,342 20,747

普通株主に帰属しない金額（百万円） － －

普通株式に係る四半期純利益金額（百万円） 22,342 20,747

普通株式の期中平均株式数（千株） 619,660 592,117

 （注）１ 潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

 （注）２ 「（会計方針の変更）」に記載のとおり、売上の計上基準の変更は遡及適用しております。これにより、

      前第２四半期連結累計期間における「四半期純利益金額」「普通株式に係る四半期純利益金額」が162百万

      円増加、「１株当たり四半期純利益金額」が26銭増加しております。

 

（重要な後発事象）

取得による企業結合

 企業結合の概要

 (1)被取得企業の名称

  ウィンザー・クオリティ・ホールディングス社（以下、ウィンザー社）

― 25 ―



 (2)企業結合を行った主な理由

 ウィンザー社は、冷凍食品事業に精通した経営陣のもと、米国冷凍食品市場において、大手流通を始め取

扱い店舗数約８万店と幅広い流通ネットワークを持つほか、取扱いレストラン数約12万店と外食向けにも強

固な営業基盤を有しています。また、同社は、全米に７つの生産拠点があり、アジア食でトップシェア、メ

キシカン、イタリアン、スナック製品でも強力なブランドと製品群を保有しています。

 今回の買収により、成長市場でのシェア拡大に向け、北米冷凍食品事業のポートフォリオ再構築を行いま

す。それに基づき、既存のアジア製品カテゴリーのブランドの強化、日本食製品カテゴリーのブランドの創

出等、新たな戦略を展開します。さらに、収益構造強化に向け、味の素グループの生産技術導入による生産

性改善と商品の高付加価値化を図ります。販売チャネルでは、ウィンザー社の持つ強い小売・外食へのネッ

トワークを最大に活用し、2020年度までに北米における冷凍食品事業規模1,000億円、日本食・アジア食に

おける圧倒的No.1を実現します。

 (3)企業結合日

  平成26年11月５日

 (4)企業結合の法的形式

  現金を対価とする持分取得

 (5)結合後企業の名称

  ウィンザー・クオリティ・ホールディングス社

 (6)取得した議決権比率

  100％

 (7)取得企業を決定するに至った主な根拠

  当社の連結子会社である味の素ノースアメリカ社が現金を対価として持分を取得したためであります。

 (8)被取得企業の取得原価及びその内訳

  800百万米ドル

 (9)発生したのれんの金額、発生原因、償却方法及び償却期間

  ① のれんの金額、発生原因

    現時点においては、取得原価の配分が完了していないことから、金額は未定です。

  ② 償却方法及び償却期間

    現時点では、確定していません。

 (10)企業結合日に受け入れた資産および負債の額並びにその内訳

  現時点では、確定していません。

 

 

２【その他】

 平成26年11月６日開催の取締役会において、中間配当の実施に関し決議いたしました。詳細については、「第４ 

経理の状況 １．四半期連結財務諸表 注記事項 （株主資本等関係）」に記載のとおりであります。

 

 

第二部【提出会社の保証会社等の情報】
 該当事項はありません。
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  独立監査人の四半期レビュー報告書  

 

平成２６年１１月１１日

味  の  素  株  式  会  社 

取締役社長  伊 藤 雅 俊 殿 
 

新日本有限責任監査法人 
 

 
指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員

  公認会計士 坂本 満夫  印 

 

 
指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員

  公認会計士 會田 将之  印 

 

 
指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員

  公認会計士 阿部 正典  印 

 

 当監査法人は、金融商品取引法第１９３条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている味の素株式

会社の平成２６年４月１日から平成２７年３月３１日までの連結会計年度の第２四半期連結会計期間（平成２６年７月

１日から平成２６年９月３０日まで）及び第２四半期連結累計期間（平成２６年４月１日から平成２６年９月３０日ま

で）に係る四半期連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書、四半期連結包括利益計算

書、四半期連結キャッシュ・フロー計算書及び注記について四半期レビューを行った。

 

四半期連結財務諸表に対する経営者の責任

 経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して四半期連結

財務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期連結財務諸

表を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

 

監査人の責任

 当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期連結財務諸表に対す

る結論を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準

拠して四半期レビューを行った。

 四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質

問、分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と

認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

 当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。

 

監査人の結論

 当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認

められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、味の素株式会社及び連結子会社の平成２６年９月３０日現在の財

政状態並びに同日をもって終了する第２四半期連結累計期間の経営成績及びキャッシュ・フローの状況を適正に表示し

ていないと信じさせる事項がすべての重要な点において認められなかった。

 
強調事項
 
  １．会計方針の変更に記載されているとおり、会社グループは第1四半期連結会計期間より、販売拡大の目的で得意

先に支払う費用の一部について売上計上時に売上高から控除して計上する方法に変更した。
  ２．会計上の見積りの変更と区別することが困難な会計方針の変更及び会計上の見積りの変更に記載されているとお

り、会社及び国内連結子会社は第1四半期連結会計期間より、有形固定資産の減価償却方法を変更した。併せ
て、会社及び国内外連結子会社は、耐用年数を見直した。

  ３．重要な後発事象に記載されているとおり、会社の連結子会社である味の素ノースアメリカ社は、平成２６年１１
月５日にウィンザー・クオリティ・ホールディングス社の全持分を取得した。

当該事項は、当監査法人の結論に影響を及ぼすものではない。
 

利害関係

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

 

以 上

 

（注）１. 上記は四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期報

告書提出会社）が別途保管しております。

      ２. ＸＢＲＬデータは四半期レビューの対象には含まれておりません。
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